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は　じ　め　に
　1現在の日本経済，産業動向をみるポイント
　現在のながい，深刻な不況や，そのなかで生きる諸産業の動向を理解するためのポイントをま
ず提供しよう。それは現在の経営状況を理解するためにも役立つからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　（1）金融機関は不動産業を中心とする，膨大な不良貸付の処理に必死である。
　（2）証券会社も一般の会社も最高時にくらべ，2分の1以下に暴落した自社株式や他社株式を
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　　かかえてその対策に腐心している。
　（3）各上場会社はパブル期に「ただ同然」の資本調達コストでおこなった，転換社債，ワラン
　　ト債による資金調達の結果，なされるはずの株式転換が絶望的となり，その償還期を目前に
　　ひかえ，満期償還資金の工面にせまられている。それは有価証券の売りきり（買い戻さない）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　　や，金利の高い普通債やコマシャルペーパーの発行となってあらわれはじめているδ
　（4）輸出産業は急激な円高による為替損失と海外競争力低下の対策におわれている。
　（5）従業員，下請け企業，中小企業へのシワヨセがすすんでいる（実質賃金の切下げ，雇用調整，
　　下請け単価の切下げ，大企業の中小企業分野への進出など）。
（1）日本経済新聞によれば，銀行，長期信用銀行，信託銀行21行の9月期の不良債権は13兆7，600億円に
　達している。これには金利の減免をしているノソパンク向けの不良債権は含まれていない（日本経済新
　聞1993年12月6日社説）。
（2）日経ダウ平均株価は大証券会社の権力相場で1989年12月29日，大納会の日に過去最高の38，915円をつ
　けた。この相場は翌春おこなわれた国会選挙後すぐ，くずれはじめ，1992年8月18日には14，309円とな
　っている。これは最高時の36．　8％tlt当たる。直近の1994年1月14日においても，平均株価は18，973円
　と，いぜん最高時の48．3％にすぎない。
（3）筆者は1991年8月企業分析書『旭化成／三菱化成』（大月書店）執筆後，当時旭化成株式会社会長だ
　った，宮崎輝氏と2日間12時間にわたり，旭化成の経営問題全般についてこの需物をもとに意見交換を
　おこなった。このなかで，氏は平成7年以後満期償還とならざるをえない転換社債3本総額1，383億円
　の償還について懸念をしめされていたのが，印象的であった。これらの，転換価格は815．10円，1，307．
　5円，1，324円であり，到底株式転換は不可能であり，償還のためにはるかに高利率の資金の導入が必要
　となる。
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　（6）消費者需要の落込みは深刻で，昨年夏の天候不順とコメの凶作がいっそうそれ深刻化させ
　　ている。
　（7）　しかし，バブル期に多くの資本を蓄積し，経営の合理化をすすめながら景気回復をまつ多
　　くの企業群がある．（・・タ，。。一，　H立，NEC脇。
　（8）いまなお，大きな含み資産をもっている巨大企業群がある（鉄鋼産業，電気機器，金融機関
　　幽。
　（9）現在でも・成功企業（任天堂，ナムコ，ソニー・ミュージック，ヤオハン，アイワなど）や成長
　　　　　　　　　　　　　（6）　　産業（住宅産業など）がある。
　⑩　不況期を利用する，合併，提携，分社化，会社更生，清算などの企業戦略が展開されてい
　　る。合併一三菱化成・三菱石油，提携一日立・「コロムビア」，味の素・ダイエー，会社更生
　　一ナムコによるにっかつなどがそれである。
　以上の10項目にまとめられる現在の企業の特徴をみて，あらためて思うことは，若干の型は異
なるものがあるとはいえ，こうした苦境に80年代のアメリカが，直面していた，ということであ
る。アメリカ大企業は大胆なリストラクチュアーによってこれを80年代にともかく，克服したか
にみえる。それがいま，日本の企業におしよせているのである。
1　経済・政治・環境で同時進行する日本と世界の危機
　1危機を深める日本の経済一バプル崩壊の実態一
　1990年の春以来，4年にわたって続いているバブル不況は回復の兆しはみえず，執ような円高
に93年夏の天候不順が加わって，需要は落ち込んだうえに，コメのかつてないほどの凶作と企業
の業績悪化やこれによる整理解雇の報道が国民をいっそう萎縮させてしまっている。日本経済新
聞は毎年罪上場企業の業績や業績予想を集計しているが，1993年3月12日の日本経済新聞によれ
ば・94年3月決算は全産業で，6・6％の減収（売上高の減少），6．8％の経常減益（経常利益の減少），
製造業では，3．1％の減収と11．6％の減益という業績予想であったが，1994年3月時点となって，
この予想はいっそう深刻化し，全産業，全製造業ともに減収・大減益となっている。これで，
1992年以後3年つづきの減益決算という戦後かつてない大不況であることが明らかとなった。
　第1表としてまとめた91年3月期から93年3月期まで3期のデータは，われわれにいろいろな，
（4）例えぽトヨタ自動車株式会社の1993年6月期の現金預金，有価証券の合計額は2兆5，741億円で，こ
　れから生み出す金融収益は1，365億円にのぼっている。また有価証券等の時価情報によれば，その貸借
　対照表価額は9，668億円，その時価は2兆5，929億円で実に1兆6，261億円の評価益をもっている。急速な
　業績低下で，業務内容の建て直しをせまられている，日産自動車株式会社すら，この含み益4，743億円
　を保持している。
（5）例えば株式会社NKK（旧日本鋼管株式会社）は京浜地区に，川崎製鉄株式会社は千葉市に，新日本
　製鉄株式会社は千葉県君津に膨大な土地を所有し，東京湾沿岸は大手製鉄会社に多く買い占められてい
　る。
（6）日本経済新聞「景気指標」によれば，新設住宅着エ件数は91年度の134万戸を底として，92年度は142
　万戸と5．7％増加し，引続き今年度も前年同月比増が続いている。
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わが国の経営特徴を簡潔にしめしてくれる。それは次のようである。
　（1）91年3月期というパブル景気のピークを過ぎた時期には売上高が6－9％伸びた程度では
　　利益はほとんどふえない。これは投資過大，在庫増加のつけがすでにまわってきていること
　　をしめしている。
　（2）92年3月期，微少な増収となっているが，減益幅は大きい。93年3月期はさらに減収率と
　　なり，減益率はいっそう大幅となっている。この段階ではヒト，モノ，カネへの資本投資が
　　固定化し利益に結び付かないという状態に陥っている。いわゆる損益分岐点の上昇としてあ
　　らわれているのである。
　　　　　　　　　　　　　　第1表一A　上場企業の増収・増益率（％）
訳1・L・ 92．3 93，3全産業　売上高
　　　　経常利益
5．91
1．66
　0．80
－13．5
一3．23
－24．04
訳1・… ・2・・1・3・・製造業　売上高
　　　　経常利益
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＊『日経経営指標』94．3は予想，日本経済新聞の集計による。
　　　　　第1表一B上場会社の増収・増益率
　　　　　　　　　（1994年3月4日時点の予想）
訳1・3．・1・4・・1・5・・
全産業　売上高
（200社）経常利益
製造業　売上高
（131社）経常利益
一4．2
－22．4
??????
一6．4
－23．5
一4．0・
－24．4
1．8
3．9
1．2
7．5
＊94．3，95．3は予想，日本経済新聞の集計による。
　2世界における危機の進行
　この経済危機はひとり日本だけではなく世界のすべての国をおそっている。アメリカは政権交
替後の景気回復がすすんだといっても，貿易赤字はいぜん巨額である。過剰流動性による行き場
のないカネが証券市場に流れて史上最高の株高を演じているが，いつ崩壊するか，の不安を含む
ものであり，失業率もいぜん7％台と高率なままに推移している。ヨーロッパ諸国の景気は依然
停滞し，東欧・ロシアの経済は破局的である。そして，発展途上国の貧困・飢餓・人口爆発はき
　　　　　　　（7）わめて深刻である。また，韓国，中国など東北アジア地域の経済も変調をきざしはじめている。
（7）1970年3月ローマクラブから委嘱をうけたマサチューセッツ工科大学のデニス・L・メドウズたちの
　グループは世界の人口と世界の経済がいまのまま増加し，成長をつづけるならぽ，資源は枯渇のみちを
　あゆみ，地球環境の汚染は人類におおきな危険をもたらすものとなることを警告した（大来佐武郎監訳
　『成長の限界』ダイヤモンド社，1972）。20年後の1992年この20年間に状態はいっそう悪化し，2000年ま
　でに改善されなければ，人類は死滅の道を歩むと警告している（茅陽一監訳『限界をこえて』ダイヤモ
　ンド社，1993年）。
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　3　危機の原点一80年代にいたる現代資本主義の高成長
　戦後資本主義は，50・60年代の高成長により，先進資本主義諸国は巨大な生産力を築き上げ，
膨大な資本の蓄積をはたした。もちろんこの過程は，同時に貴重な石油，石炭等の再生不能な資
源の大量消費の過程であり，汚染と廃棄物の蓄積の過程であった。そのチャンピオンはアメリカ
であり，これに，日本が追随したのはいうまでもなく，日本はおおいに繁栄を謳歌した。ときの
首相は田中角栄氏であり，その代表的著作r日本列島改造論」は今後数倍にもおよぶ日本経済の
高成長に対応するためのものであった。
　70年代初頭のニクソンによる変動為替相場制への移行は，IMF体制の崩壊を意味するもので
あった。さらに，第一次・第二次石油ショックが世界をみまった。これにより，痛打をうけたの
は日本であった。それ以前にくらべ，十数倍にも原油価格は値上がりしたが，アメリカを中心と
する石油戦略が効を奏して，高値ではあったが，安定化にむかった。この過程で，日本の大企業
は徹底した省力・省エネルギー政策を遂行し，これに成功している。
　80年代にはいって，いっそう高成長に拍車のかかる日本と，ベトナム戦争による後遺症に悩む
アメリカとの矛盾が顕在化し，85年にはプラザ合意により円高容認がなされ，国内では，低金利
政策がとられた。大企業は高利潤を背景とした株高により，株式の時価発行増資，転換社債，ワ
ラント債の発行によって，きわめて低い資本調達コストで膨大な資金を手にいれることができ，
こうした余剰資金が国内・外の株式や土地・ゴルフ場への投機，企業買収の資金となった。海外
進出による公害の輪出や安価な木材の輸入による熱帯雨林の喪失やこれにともなう国内の林野の
　　　　　　　　　（8）荒廃も生じたのであった。
　4　政治・政策の無能と環境自然破壊の進行
　60・70・80年代の政治はいわゆる自民党と社会党のなれ合いによる，いわゆる55年体制によっ
て運営されてきている。そうしたなかで財界の主導のもとでの政・官・財の癒着の構造ができあ
がってしまった。大企業優位の政策がとられ，企業の社会的責任はなおざりにされた。60年代ま
でに，四日市石油コンビナートによる大気汚染（四日市公害），チッソ，昭和電工の水俣病，三井
鉱山のイタイイタイ病，東邦亜鉛釦毒事件など多くの産業公害事件を発生させた。これにたいし
て，70年代には公害，自然破壊に反対する住民の運動がもりあがり，大企業や政府・自治体の環
境政策も進化した。
　しかし，80年代の後半には，国内では農業，林業，水産業という自然環境をまもるに役立つ，
第一次産業に著しい停滞，あるいは衰退現象がおこり，自動車，家庭電気，半導体などの輸出産
業が急成長し，世界を支配するにいたる。国内では高速道路網が山野を切り刻み，排気ガスで自
然環境を悪化させる自動車輸送が輸送の主体となり，エネルギー効率と乗車効率の高い鉄道輸送
が，衰退した。
　こうした中で，経済の国際化がすすみ，日本は公害の輸出，熱帯雨林の破壊にしめされる海外
　（8）　これについては，黒木三郎・山口孝等編『新国有林論』（大月書店，1993年）参照。
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環境の悪化を助長することとなった。日本のODAも決して，発展途上国の真の開発に役立た
ず，日本の大企業の海外進出の手引となるか，相手国の政治家のくいものとなることが多いのが
現状である。
　1990年の初頭から日本の株価と土地価格は低落に転じた。パブル経済がほころびはじめたので
ある。
　これにたいして，前自民党宮沢政権は1992年度，1993年度と2度にわたる10兆円を超すという
「大」景気回復政策を実施しているが，ほとんど効果なく，政・官・財の癒着と腐敗・汚職の構
造が明るみにでて，ついに自民党政権は崩壊し，細川連合政権が成立した。この政権は二番底と
いわれる一層の不況の深化のなかで，史上最低のところまで公定歩合をひきさげるとともに，6
兆円の景気浮揚策をこうじ，さらに94年3月には15兆円の景気浮揚策を実施しようとしているが，
三番せんじでまったく役立たないとみられる。そこで財界と官庁エコノミストは赤字国債の発行
による大型所得税減税と時期をずらしての消費税の大幅引上げを画策しはじめている。他方，政
府の林業・農業政策の失敗が，コメの大凶作のなかで明らかとなり，国有林の荒廃も大きな問題
となりつつある。
皿　将来にたいする3つのシナリオ
日本の政治・経済・企業の将来にたいして，3つのシナリオが描かれる。
　1第1のシナリオ
　政府は現在，麻痺している金融市場と証券市場を復旧するために，金融機関と証券業者の救済
にのりだしている。相次ぐ政府の景気浮揚策もあまり効果を発揮しない。企業は売上高の増加が
のぞめないままで，徹底したコスト・ダウソをはかる。しかし，消費者需要は冷え込んでおり，
冷夏とコメの大凶作がいっそう景気を悪化させる。こうしたなかで，輸出産業を中心として，海
外生産比率は急速に増大しており，雇用調整（人員整理）が強行されている。それはいっそう消
費需要をしぼまぜることとなり，景気回復に逆行することとなる。1994年度前半までも不況はつ
づく。現在とはそういう過程にある。
　2第2のシナリオ
　現在進行中の不況はこのシナリオどおりでない可能性もある。第2のシナリオはもっとも楽観
的なものであるが，金融機関は政府の救済策で不良貸付を処理し，貸付余力をもつにいたる。政
府による株価維持が成功し，さらに，為替レートも円安にすすみ，景気回復策が功を奏して急速
に収益が改善されるという，小バブル発生のコースである。財界や産業界は歓迎するだろうが，
国際的に孤立をふかめ，地価高騰と環境破壊で勤労者との矛盾をふかめる。
3第3のシナリオ
クリントン政権のもとでも，アメリカの対日貿易赤字は増えるぽかりであり，ヨーロッパも同
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様である。現在，この是正のための強烈な円高が進行している。この円高は輸出産業を直撃し，
輸出の減少と巨額の為替差損に導く。内需拡大策も水増し部分が多く，効果を発揮しない。海外
へ生産拠点を移した結果，国内生産は急激に減少し，失業者が急増する。こうして景気は底われ
状態に陥る。アメリカの景気回復もみせかけだけのものであり，過去最高の株価も，日本と同様
に崩れさる。それが第3のシナリオである。
皿　バブル崩壊過程における大企業の財務構造
　日本の将来に対するシナリオを検討するためには，バブル崩壊の過程における大企業の経営構
造を財務的につかんでおく必要がある。
　1　巨大なストックの果ての不況
　今回の不況について，大蔵省，日銀など政策当局が91年秋まで「景気は緩やかな上昇過程にあ
る」としていたため，対応が遅れたとして，批判されることとなった。
　筆者はこの見解に半面の真実性があった，と考えている。今回の不況は大企業がバブルに酔い，
バブルを利用してあらゆる意味で経営資源を増やし過ぎてしまった結果として引き起こされたも
のであったからである。バブル経済は土地，住宅の値上がりや，過労死に表徴される労働強化を
招き，公害，自然破壊もすすみ，大企業の行動は日本の勤労者からも，国際的にも批判にさらさ
れつつあった。政策当局は91年度の前半の，まだ景気が売り上げというフローの面で堅調であっ
た時期に，これまでの無謀にもみえる規模（ストック）の拡大に水をかける必要を認めざるをえ
なかったのである。
　　　第2表　資金の調達と使途
金融，保険，証券をのぞく1社当り平均額 （単位：100万円）
85年度
資金の調達
留保利益
資本金
資本準備金
社債・転換社債
借入金
その他
合　計
資金の使途
現金・預金
有価証券
棚卸資産
有形固定資産
その他
合　計
17，756
　8，798
　8，448
12，821
45，622
51，386
144，831
・・鞭解91鞭睡率92犠陪率
14，780
15，250
19，708
44，806
50，287
144，831
27，334
15，358
15，259
24，391
57，508
73，125
212，975
26，861
27，367
24，715
56，467
77，565
212，975
1．54
1．75
1．81
1．90
1．26
1．42
1．47
1．82
1．79
1．25
1．26
1．54
1．47
29，281
15，495
15，424
25，970
59，825
71，278
217，273
24，111
28，756
26，830
61，108
76，468
217，273
1．07
1．01
1．01
1．06
1．04
0，97
1．02
0．90
1．05
1．09
1．08
0．99
1．02
30，283
15，635
15，535
25，443
63，164
68，496
218，556
22，369
30，198
26，441
64，620
74，928
218，556
1．03
1．01
1．01
0．98
1．06
0．96
1．01
0．93
1．05
0．99
1．06
0．98
1．01
資料：「日経経営指標」より作成。90年度の倍率は85年度比，91年度，92年度の倍率は前年度比。
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　2　資本をどう蓄積したか
　第2表は85年度から90年度というバブル期における上場会社の資金の調達とその使途を金額と
ともに表示している。それによると，バブル期の5年間に一企業の資金量は，1．47倍にもふえて
N・る。それ以前の5年間が1．29倍であったことにくらべ，この期間の企業資本の集積・集中はき
わめて急激であったことをしめしている。資金調達の特徴は社債・転換社債（1．9倍），資本準備
金（1．81倍），資本金（1．75倍）という，エクウィティ・ファイナンスによってきわめて低い資本
調達コストの資金が流入している点にある。
　ついで，公表利益の内部留保も1．54倍と大きく，逆に，借入金の増加は1．26倍と最も少ない。
その後の1年間に借入金は1．05倍（91年度），1．06倍（92年度）と平均をこえて増加するが，いぜ
んとしてこの期間においても，留保利益と社債の増加は平均倍率をかなり上回ったものとなって
いる。
　3　資本をどう使ったか
　資金の使途にも驚くほどハッキリとパブルの特徴がしめされている。現金・預金は1．81倍，有
価証券は1．79倍と，かつてないテンポで増大している。前者は信託銀行等を通じて株式を購入し，
大損を出した特定金銭信託（特金）や高い金利が稼げる特定預金で資金を運用していたことをし
めすものである。後者には通常短期の資金運用のために市場性ある有価証券を購入した部分と提
携会社の株式等を所有する投資有価証券に分けられるが，投資有価証券の額は182億円で1．96倍
という増え方であった。大企業は証券投資を通じ値上がり益を狙うと同時に，資本による提携を
強化しているのである。減価償却累計額を控除したいわゆる簿価で表示されているという理由も
あるが，以上の二つにくらべれぽ，有形固定資産の増加は1．26倍に過ぎず，バブル期に企業経営
が本業以外の財テクに走ってしまった姿を端的にしめされている。
　4　コスト・アップはどこで，なぜ生じたか
　わが国の大企業はこれまで，殆ど収益の6－7弩の拡大のなかで，コストの増加一とりわけ
人件費（ヒト），減価償却費（モノ），金利（カネ）というような固定費の増加を吸収してきた。し
かし，さきにみたように92年3月期の売上高はほとんど前年並であった。こうしたなかで，バブ
ル期における経営資源の拡大によるコスト上昇を抑えきれず大幅な減益となったのである。
　61年にはいって不況が深化するなかで，大企業がまず手につけたのは広告宣伝費，交際費，交
通費というような直ちに節約可能な経費からであった。そのことはまた，従業員に対する不況宣
伝にも役立つからであった。つぎに，設備投資の抑制がおこなわれたが，過去の過大設備につい
ては，償却負担として重くのしかかってきたのである。さらに，金融費用はバブル期に減少した
が，転換社債の返還日がつぎつぎとやってくる。株価の暴落によって，転換社債の株式への転換
が不能となり，大企業は金利の高い普通債や銀行借入れによってこの支払いをしなければならな
い日が迫っている。
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第3表　ヒト，モノ，カネの固定化と損益分岐点の上昇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全産業　％）
（654）
87 88 89 90 91 92 92－89
総資本経常利益率
売上高経常利益率
売上高　人件費率
売上高金融費用率
売上高減価償却費率
損益分岐点比率
べ・ア許容度
（参考）在庫率　（月）
（参考）自己資本比率
3．80
2．96
7．27
1．99
2．77
87．50
39．37
1．18
24．96
4．38
3．46
7．02
1．91
2．67
85．46
44．83
1．18
25．84
4．18
3．37
7．03
1．99
2．99
85．87
45．42
1．13
26．42
3．61
3．22
7．22
2．35
3．05
86．68
42．77
1．22
26．43
3．11
2．78
7．63
2．33
3．35
88．60
37．81
1．35
26．85
2，28
2．14
8．07
2．03
3．62
91．91
25．80
1．39
27．28
一1．90
－1．23
1．04
0．04
0．63
6．04
19．62
0．26
0．86
　　＊日銀「主要企業経営分析」平成3年度版，べ・ア許容度は（経常利益／人件費）x100で算出。
　第3表はそのことをよく示している。費用の売上高にたいする比率がもっとも低かった，89年
度と比較したぽあい，これらの比率はすべて上昇しているが，とりわけ減価償却費率が0．69ポイ
ントともっとも高く，ついで人件費率，金融費用率となっている。この代表的な固定費のなかで
人件費は金額的にもっとも大きいためと，縮減が容易であるためにコスト・ダウンの標的とされ
ている。
　　　　　　　　　　　　】V　産業別業績とコスト・ダウンの実態
　日銀調査統計局の発表する「主要企業経営分析」によれば，93年3月期は薬品の12．53％の増
益，造船・重機の0．4％という微細を除いて，すべてが減益となっている。食品（4．1％の減益，
以下同じ）石油（0．28％）などは円高にめぐまれ，こうしたわずかな減益でとどまるが，精密機械
（77．1％），鉄鋼（66．　0％），自動車（42．3％），電気機器（49．　4％），機械（39．　7％）など，輸出関連の
製造業の落込みが著しい。非製造業では空運，水産は赤字に陥っている。農業をふくめ，ag－一次
産業は異常な赤字決算にみまわれている。
　これら全ての業種において，経営者は利益のでる会社をめざして，経営の再構築が必死になさ
れている。それは，
　（1）人べらし合理化一それは分社経営というかたちでの間接的人べらしから，中・高年層の
　　希望退職，新規採用減にはじまり，日産厚木工場の閉鎖というようなドラスティクなかたち
　　で労働者をおそっている。
　（2）生産合理化一製品数の絞り込み（家電諸社），車種の制限・主要部品の総合化（日産自動
　　車），設計改善による徹底した自動化（これにより，NECは国内で50％のシェアをもつパソコンの
　　50％を80人に満たない作業員で生産している），機能分担システム（松下電子では半灘体の前工程と
　　後工程を二つの工場で分担生産し，投資負担を軽減する）などがなされている。
　（3）下請け合理化一自動車，家電などにおける下請け合理化は徹低しておこなわれている
　　（本田技研は93年度中の部品コスト2％削減を部品メーカー270社に要請，グループによる部品共用化で
　　経費節減（松下電工））もなされている。
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（4）合併，提携，店舗統合一研究開発費の節約につうじる富山化学と三井製薬の合併，日本
　軽金属の物流合理化のための日本軽金属の運輸・倉庫会社の合併などがある。住友，さくら
　などの都市銀行は店舗・人員の消減などにより，大幅な経営効率策を打ち出そうとしている。
⑤　アジアを拠点とする海外生産一国内の人件費高とアジアにおける日本製品の需要増加の
　なかで，製品や部品のアジア地域における生産を増加させようとしている。ファスナーのY
　KK吉田工業はアジアで5割増生産して人件費の節約をはかる，宇部興産・丸紅はタイで合
　併会社をつくりナイロン原料を生産，日本コロムビアも1994年3月までに，海外生産比率を
　30％から60％まで増加させるため中国深洲でAV機器の委託生産をおこない，20名の技術者
　を香港に送りこんでいる。トヨタも東南アジアで部品生産をはじめようとしている。
V　シナリオ4
　いま日本の大企業は利益のでる会社づくりに狂奔している。企業の社会的責任などは唱い文句
にすぎない。発展途上国が貧困と飢餓と人口の爆発的増加におそわれ，核兵器の保有や地域戦争
などによって平和が脅かされている現状のなかで，日本の大企業はひたすら自社ρ利益のために
従業員を酷使するばかりでなく，競争企業をつぶし，下請け企業を食いつぶし，中小企業の分野
を食い荒し，世界の市場，世界の労働者の多数を自らのものとしている。また再生不能な鉱物資
源や，再生にながい年月を要する資源（例えば森林）を乱費している。いま，危機は経済，政治
ばかりでなく平和と地球環境の危機でもある。
　世界と日本のこうした現状を革新するためにわれわれは第4のシナリオをえがかねばならない。1
　それは，つぎのような政策や法制化を実施させる必要がある。
　（1）大企業の利益留保を促進している現在の税制を勤労者，環境保全本位のものにあらためさ
　　せる。
　（2）大企業の社会責任・環境保全責任の履行を法制化し，その実施過程を公表させる
　③　監査機能を経営から独立させ，監査人が真に利害関係者の立場から監査しうるようにあら
　　ためさせる。
　（4）環境監査制度を確立し，一定規模以上の企業にたいして，内部監査と外部監査を義務づけ
　　る。
　（5）大企業の高成長政策に歯止めをかけ，自然保全型産業である，農林水産業の維持，成長を
　　はかるための投資に刺激をあたえる。
　（6）科学研究・教育・文化の発展のために投資を促進させる。
　（7）エネルギー効率と乗車・輸送効率の高い海運や鉄道への投資をふやし，航空機，自動車の
　　規制をおこなう政策を推進させる。
　（8）勤労者が土地と家がもてる住宅政策を実施させる。
　（9）勤労者が企業人間から脱却し，家庭生活と地域社会と国際社会を基底にすえた総合生活ス
　　タイルをつくりあげる。
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⑩　海外援助や海外投資について規制と監督を強化し，その国の住民に役立つものにさせる。
　　　　　　　　（9）　などがこれである。
　現在の深刻な不況は，1920年代の終わりにおこった世界恐慌に対比されるものをもっている。
この克服策として，アメリカはテネシー河開発計画などの公共政策をおこない，イギリスは勤労
者が容易購入できる齢利の住宅購入資金齪供する住宅聯を就すす魂ドィ。とイタ
リーではファシズムが台頭し，そして日本は中国大陸に軍事進出を強行して，悲惨な結末をみた
のである。このような歴史をくりかえしてはならない。
（9）日本科学者会議は1992年ユネスコによる環境保全のためのブラジル会議に参加しているが，そのさい
　「持続的開発システム構築にむけて」（JSA　REPORT　TO　UNECED－Toward　constructing　a
　sustainable　development　system）という英文のレポートをまとめた。そのうちで，筆者は日本の
　高度成長期における，ビッグビジネスの成長と農林水産業の衰退および，これの環境悪化という影響に
　ついてのべている。
⑩　Denis　Richards，　Anthony　Quick；Twentieth　Cθ漉％7y　Britain，　p．213（Longman）参照。
